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4-2 トラフィックと通信インフラ

国内データセンターサービスの動向

三柳 英樹 ●株式会社インプレス クラウド&データセンター完全ガイド 編集長／クラウドWatch 記者

ハイパースケール向けデータセンターの建設が旺盛、省エネ・再エネへ
の取り組みもトレンドに。増加率は高い水準で拡大していくと予測さ
れる。

■拡大が続くハイパースケール向けデー
タセンター
　国内でも利用が拡大する大手クラウドサービス
事業者の需要に応えるため、ハイパースケール向
けデータセンターの建設が、2022年も多く発表
された。
　NTTは2022年9月、ハイパースケーラーから
拡大が求められている関西圏での需要に応えるた
め、NTTグローバルデータセンターを通じて、京
都府内に「京阪奈データセンター（仮称）」の建設
を発表。同データセンターは、NTTコミュニケー
ションズ（NTT Com）が2025年度下半期にサー
ビスを開始する予定としている。
　2022年10月には、MCデジタル・リアルティ
（MCDR）が首都圏4棟目となる「NRT12データ
センター」の建設に本格着工したと発表。2023
年開設予定の「KIX13データセンター」を含め、
MCDRは国内で計8棟、約170MWのデータセン
ター運営を発表している。
　2022年11月には、アジア太平洋地域でデータ
センターを軸とした不動産アセットマネジメン
トを手がけるESRが、大阪市に「ESRコスモスク
エアOS1」を着工したことを発表。ESRグループ
全体で初のデータセンタープロジェクト「ESRコ
スモスクエア」は、合計で最大98MWのIT電力

容量を備えた3棟構成のキャンバス型データセン
ターを計画。OS1はIT電力容量19.2MWを備え、
2024年5月末竣工予定で、2期（OS2）、3期（OS3）
も計画地内で順次開発する予定としている。
　オーストラリアを拠点とするAirTrunkは、千
葉県印西市に2021年12月に開設した「TOK1」に
続き、東京西部で「TOK2」の建設を2022年11
月に開始した、また、AirTrunkと共同で印西市
のデータセンターパークの建設を行った大和ハウ
ス工業も、2022年4月からデータセンターブラ
ンド「DPDC（ディープロジェクト・データセン
ター）」を立ち上げ、さらなる開発を推進すると発
表。2022年4月から開発プロジェクトを「DPDC
印西パーク」として、2025年までに14棟、総延
床面積約33万平方メートルの開発を進めるとと
もに、さらに2025年までに1000億円規模の投資
を行い、国内数か所においてデータセンター開発
プロジェクトを展開する予定としている。
　IDC Japanが2022年4月に発表した「国内デー
タセンター延床面積予測」では、2021年末時点の
国内事業者データセンター延床面積の合計は253
万400平方メートルで、2026年には390万5100
平方メートルに増加すると予測。その中でも、ハ
イパースケールデータセンターの新設が相次いで
おり、2021年～2026年のハイパースケールデー
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タセンターの増加率は、延べ床面積の年間平均成
長率が28.1％、電力キャパシティでは年間平均成
長率が34.0％と、高い水準で拡大していくと予測
している（資料4-2-12）。

■省エネ・再エネへの取り組みを進める
データセンター事業者
　企業などに向けてホスティングサービスやハウ
ジングサービスを提供するリテール型データセ
ンターも、エクイニクスが2022年11月に東京で
15拠点目となる「TY15」の新設を発表（2024年
下半期開設予定）するなど、日本各地でデータセ
ンターの新設・増設は続いているが、ハイパース
ケール向けデータセンターの急速な増加ペースに
は及んでいない。
　国内データセンターのラック数による集計で
は、ホスティング・ハウジングサービスなどを提
供する既存のリテール型データセンターは微増傾
向だが、ハイパースケール型データセンターの急
増により2023年にはリテール型を追い抜く勢い
となっている（資料4-2-13）。
　2022年度からは、国内事業者の省エネ対策状
況を業界共通の指標を用いて評価する「ベンチ
マーク制度」の対象事業者として、データセン
ター業が追加された。データセンター業のベンチ
マーク指標は、データセンター施設全体のエネル
ギー使用量を、IT機器のエネルギー使用量で割っ
たPUE（Power Usage Effectiveness）が用いら
れ、目指すべき水準としてはPUE 1.4以下が定め
られた。目指すべき水準を達成した事業者は、省
エネ優良事業者として社名が公表される。
　データセンター業におけるベンチマーク制度の
対象は、他者への情報サービス提供により事業収
益を得ている「事業用途」のデータセンターとな
る。ただし、事業所におけるサーバー室面積の合
計が300平方メートル未満のデータセンターは、

報告対象外とできると定められている。
　ベンチマーク指標を定めるために、データセン
ター事業者に対して行ったアンケートでは、最も
回答の多かったPUEの値は1.6～1.8で、PUE 1.4
以下は回答事業者の上位15％程度に相当する。
従って、今後は多くの事業者にPUE低減の取り組
みが求められることになる（資料4-2-14）。
　また、ベンチマーク制度への対応だけでなく、
エネルギー価格の上昇も続いており、経営的な面
からも省エネへの取り組みはさらに重要度を増
している。IT機器の省電力化とともに、空調機
器の更新や、サーバー室の空調温度の設定変更、
古い空調機器の更新や、省エネ対策を施した新
たなデータセンターへの移転、さらにはデータセ
ンター自体の新設や更新など、省エネの取り組み
が国内事業者で活発になっていくことが予想さ
れる。
　さらに、2022年に入ってからは、再生可能エ
ネルギーを利用したメニューの提供や、データセ
ンターへの再生可能エネルギーの導入、省エネ対
策など、データセンター事業者による再エネへの
取り組みやメニューの発表が多くなっている。
　2022年3月には、NTT Comがデータセンター
利用者に再エネ電力を選択できるメニューの提供
を発表した。NTTアノードエナジー（NTT AE）
が供給する再エネ電力を活用し、NTT Comの
データセンター利用者に対して、
1）発電所の場所や電源種別が示されるトラッキ
ング付き非化石証書の情報をセットにした再エネ
メニュー
2）さらに電源種別（太陽光、地熱、バイオマス）
の指定が可能なメニュー
3）さらにFIT制度（固定価格買い取り制度）によ
らない非FIT指定電気が指定可能なメニュー
の3種類を提供する。顧客個別の要望に応じて、
再エネ専用発電所からの電力を提供するオフサイ
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資料4-2-12　国内ハイパースケールデータセンター 延床面積予測（2020年～2026年）、2021年は実績値、2022年以降は予測

出所：IDC Japan「国内データセンター数／延床面積／電力キャパシティ予測、2022年～2026年、https://www.idc.com/getdoc.jsp?containerId=prJPJ49021022

資料4-2-13　ハイパースケール型データセンター・リテール型データセンター それぞれの累積ラック数（2012年～2028年）

出所：インプレス「データセンター調査報告書2022」

トPPAのメニューも提供する。
　同様に、2022年4月にはアット東京がデータセ
ンター利用者向けに、再エネ由来電力の環境価値
を適用する「グリーン電力オプションサービス」

の提供を発表している。
　2022年9月には、NECが100％再生可能エネル
ギーを活用した「NEC神奈川データセンター二期
棟」を2023年下期に、「NEC神戸データセンター
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資料4-2-14　国内データセンターのPUEの分布

出所：経済産業省「総合資源エネルギー調査会 省エネルギー・新エネルギー分科会 省エネルギー小委員会 工場等判断基準ワーキンググループ 中間取りまとめ」、
https://www.meti.go.jp/press/2021/03/20220324001/20220324001-b.pdf

三期棟」を2024年上期に開設することを発表。
2022年11月には、TISがTISインテックグループ
の主要4データセンターの使用電力を100％再生
可能エネルギーにすると発表している。
　また太陽光発電や風力発電、バイオマス発電な
どの再生可能エネルギーを活用し、企業誘致を進
めている北海道石狩市では、2022年11月に京セ
ラコミュニケーションシステム（KCCS）が、再生
可能エネルギー100％で運営するゼロエミッショ
ン・データセンターの建設を発表。同じ2022年
11月には、Flower Communications、北海道電
力、東急不動産の3社が石狩市において、再生可
能エネルギー100％で運用するデータセンターの

事業化に向け、基本合意書を締結したことを発表
している。
　大手クラウドサービス事業者でも、2021年9
月にはアマゾン・ドット・コムが三菱商事と日本
の22メガワット（MW）太陽光発電プロジェクト
での電力購入契約（PPA）を締結したことを発表
するなど、再生可能エネルギーへの取り組みを各
社が発表している。データセンターの利用企業か
ら、再エネ由来電力を使用したいという要求は、
海外では既に大きな需要となっており、日本の
データセンターにおいても今後、さらに再エネへ
の取り組みが活発になることが予想される。
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